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［要約］地域を基礎に全集落営農法人が参加して形成される広域的な連携組織は、大豆作で

の大型機械の共同利用を通じてコスト削減と収支改善を可能とし、法人同士の相互支援的な

対応や地元実需者との連携の下で、法人経営を補完する地域支援システムとして機能する。
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［背景・ねらい］

中国中山間地域の集落営農法人は増加しているが、複雑狭小な地形のため水田の面的な広

がりの確保という点で平坦部に比べ不利な条件にあり、法人の合併による経済性は制限され

る。こうした中で、集落営農法人の経営展開の方策として、法人同士の広域的な連携が模索

されている。そこで、大豆作における法人間連携の取組事例を素材とし、広域的に点在する

集落営農法人を新たに組織化することで形成される地域的な仕組みを、法人経営を補完する

地域支援システムとして捉え、その機能や意義、効果等を明らかにする。

［成果の内容・特徴］

１．集落営農法人の連携タイプは参加形態の側面から二つに大別できる。地域を基礎（範

囲）として連携組織が形成される場合、全法人が参加する連携タイプとなり、一方、地域

を基礎とせず連携する場合、各法人が個別的に参加する連携タイプとなる。このうち全法

人参加の連携タイプにおいて、生産・販売に関わる事業が展開されることによって、集落

営農法人の広域的連携による地域支援システムが形成される。

２．地域支援システムは JA 管内あるいは旧市町村（平成の合併前）を範域とし、大豆作の

生産面において、旧市町村エリアで大型機械のレンタル利用や「連携利用」（作業受委託

形態での共同利用）により機械投資負担を軽減する（表１、図１）。また、作業調整や経

理面等での主体的な運営と、作業受委託関係や収量確保に向けた大豆作付圃場の確認に示

される構成員同士の相互支援的な対応を通し、法人の経営展開を補完する。

３．大豆コンバインの「連携利用」のケースでは、単独法人で機械装備を行う「単独導入」

の大豆作（例えば６ ha規模の場合）に対し、負担面積を 12haまで拡大することにより 16
～ 19 ％のコスト削減をもたらす（表２）。また、低コスト化により大豆作における収支

均衡を達成するための収量水準が 100 ～ 110 ㎏/10a に引き下げられることから（図２）、

中山間地域での収量変動リスクを考慮しても大豆作の黒字収支が可能となる。

４．販売面においては JA を組み込みつつ、流通チャネルを多様化し、地元実需者との契約

栽培や、構成員同士という立場で地元実需者との関係強化を図る中で、大豆生産体制の整

備を促進することで、地域支援システムは生産から販売までを地域的に一体化する仕組み

として機能する（図１）。このため、地域支援システムの範域は産地エリアと照応するこ

とになり、産地戦略を構築・遂行するJAの主導力が不可欠となる。

５．地域支援システムでは地域における全ての法人が参加・結集する仕組みであることから、

統一的な対応に関わる合意づくりと、システム全体としての統制機能の発揮が課題となる。

これらの課題解決に当たって、構成員間での相互支援を基本とした自主的な取り組みと、

JA （事務局）のコーディネート機能が必要となる。

［成果の活用面・留意点］

１．中山間地域を中心とする集落営農法人連携への対応を検討する際に参考となる。

２．大型機械の共同利用体制は、移動距離を考慮すると旧市町村を単位地区とし、図１の他

の旧市町村においても、大豆作法人の実情を踏まえて形成されるものとする。
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図２ 大豆コンバイン「連携利用」下で
の大豆作の収量と利益（試算）

注：1)利益＝収入－支出。収入において、転作助成
金：37,000円/10a(2009年単価)、販売単価：97
円/㎏（2007～08年３等平均）、成績払交付金：
2,304円/60㎏（３等）、固定払交付金：21,160円/
10a（中核法人の実績値）としている。
2)支出において、費用合計は表２に基づくが、乾
燥調製委託料（33円/㎏）を収量に比例させて計
上し、また支払地代、畦畔管理料は7,000円/
10a、15,000円/10a（2009年単価）としている。

表１ 地域を基礎とした集落営農法人連携の事例

県名 広島県M市 島根県I町
組織名 ＪＡ大豆ﾈｯﾄﾜｰｸ T協議会大豆部会
連携範域 ＪＡ管内 旧町
構成員 法人(9)、農業公社、 法人(5)、

地元実需者(1) 任意組織(3)
構成員組 21～64ha ５～43ha
織の規模 （平均34.7ha） （平均19.8ha）
大豆作面 ～３ha： １ ～３ha： ５
積別構成 ３～５ha： ６ ３～５ha： １
員数 ５ha～： ２ ５ha～： ２

旧M市において、中 旧町において連携
核となる先発２法人 組織が事業主体と

大型機械 が各１台大豆コンバ なり大豆コンバイン
の導入・ インを導入し、オペ 等を導入し、構成員
利用 レーター付きで新設 がレンタルして共同

３法人に賃貸（作業 利用。構成員間で
受委託形態での機 播種・収穫作業受委
械共同利用）。 託も展開。
受託法人は低めの 作業受委託による

相互支援 作業料金を合意、 転作助成要件の確
的な対応 委託法人は負担面 保。大豆作付圃場

積の拡大に寄与。 の相互確認。
実 需 者 と 構成員間での情報 旧町内のＪＡ味噌加
の関係 交換。直接取引は 工所との提携（契約

今後の課題。 栽培）。
事務局 ＪＡ(組織外から支援) ＪＡ(組織外から支援)
会計事務 構成員(担当法人） 構成員（担当法人）
注：ＪＡ、主な法人等への聞き取り調査による。

表２ 大豆コンバイン「連携利用」のコスト試算
（単位：円/10a，％）

単独導入 連携利用の大豆作
の大豆作 受託側 委託側

大豆コン 機械導入 購入 購入 無し
バインの 補助事業 無し 有り 有り
導入･利用 負担面積 ６ha 12ha 12ha
物財費 56,494 44,068 47,228

収穫賃借料料金 0 0 9,000
農機具費 30,047 17,621 12,282

労働費 8,520 8,520 7,200
費用合計 65,014 52,588 54,428

(100.0) (80.9) (83.7)
注：1)ＪＡ大豆ネットワークにおける中核法人の2007～09年度

３ヵ年の会計データに基づく。
2)負担面積については、取組事例（広島県M市）に基づき、
「単独導入」は中核法人の作付面積、「連携利用」は中核
法人が２法人から３haずつ作業受託を行うものとしている。

3)「連携利用」では市の補助事業が活用できたことから、
減価償却費を圧縮計算(補助率50％)。補助事業が無い場
合、農機具費は3,543円/10a増加する。
4)委託側の試算は、中核法人が収穫作業を委託するも
のと仮定している。
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図１ JA 管内での集落営農法人の連携によ
る地域支援システム（概念図）


